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１ はじめに

（１）はじめに

（２）障害者自立支援法のポイント

■障害者自立支援法円滑施行特別対策

扶障害者自立支援法の着実な定着を図るため，
平成２０年度まで，以下の３つの柱からなる特
別対策を実施する。

①利用者負担の更なる軽減措置

○通所・在宅利用者

・１割負担上限額を１／２から１／４に引き下げ
・軽減対象を収入ベースで概ね６００万円まで

の世帯に拡大
※障害児については通所・在宅のみならず入

所にも対象拡大を実施

○入所・グループホーム・ケアホーム利用者

・工賃控除の徹底（年間28.8万円まで全額控除）
・個別減免の資産要件を350万円から500万円

に拡大

②事業者に対する激変緩和措置

○日割り化に伴い減収している通所事業者を中

心とした対策を実施

・旧体系 従前額保障の引き上げ（80％→90％）
※旧体系から新体系へ移行する場合について

も90％保障の創設

・通所事業者 送迎サービスに対する助成を実

施

③新法への移行等のための緊急的な経過措置
○直ちに新体系サービス等へ移行できない事業

者の支援と法施行に伴う緊急的な支援を実施

・小規模作業所等に対する助成

・移行への改修等経費，グループホーム借上げ

のための初度経費の助成
・制度改正に伴うかかり増し経費への対応，広

報・普及啓発 等

②，③を実施するため，平成１８年度補正予算
において都道府県に基金を造成

第３部 進路支援資料 ～ 卒業後の生活をイメージするために ～



- 36 -

２ 自立支援システムの全体像

３ 福祉サービスの新体系

４ 障害者自立支援法の活用

市町村

＜介護給付＞
●居宅介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ)

●重度訪問介護

●行動援護

●重度障害者等包括支援

●児童ディサービス

●短期入所(ｼｮｰﾄｽﾃｨ)

●療養介護

●生活介護

●施設入所支援

●共同生活介護(ｹｱﾎｰﾑ)

＜訓練等給付＞
●自立訓練
●就労移行支援
●就労継続支援
●共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ)

＜自立支援医療＞
●(旧)更正医療
●(旧)育成医療＊

●(旧)精神通院公費＊

＊実施主体は都道府県等

＜補装具＞

自立支援給付

障
害
児
・
者

地域生活支援事業

●相談支援 ●地域活動支援センター
●コミュニケーション支援 ●福祉ホーム
●日常生活用具の給付又は貸与 ●その他の日常生活又は社会生活支援
●移動支援

●専門性の高い支援 ●広域的な対応が必要な事業 ●人材育成 等

都道府県

支援

＜現行サービス＞ ＜新サービス＞

ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ(身・知・児・精)

ﾃﾞｨｻｰﾋﾞｽ(身・知・児・精)

ｼｮｰﾄｽﾃｨ(身・知・児・精)

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ(知・精)

重症心身障害児施設(児)

療護施設(身)

更生施設(身・知)

授産施設(身・知・精)

福祉工場(身・知・精)

通勤寮(知)

福祉ホーム(身・知・精)

生活訓練施設(精)

(注)表中の「身」は「身体障害者」，
「知」は「知的障害者」，「精」は「精神障害者」，「児」は「障害児」のことです

居
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
サ
ー
ビ
ス

居宅介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ) 自宅での，入浴，排泄，食事の介護等

重度訪問介護 重度の肢体不自由者に対する自宅での介護や移動支援

行動援護 自己判断能力が制限されている人の行動や外出の支援

重度障害者等包括支援 介護の必要性が高い人への居宅介護等複数の支援

児童ディサービス 障害児へ日常生活動作の指導や集団生活の適応訓練等

短期入所(ｼｮｰﾄｽﾃｨ) 介護者が病気の時など短期間，施設で夜間も含めて介護

療養介護 医療と常時介護が必要な人へ医療機関で機能訓練や介護等

生活介護 常に介護が必要な人へ，昼間，介護や活動の機会等を提供

障害者支援施設での夜間ケア等 施設に入所する人へ，夜間や休日に，排泄，食事等の介護

共同生活介護(ｹｱﾎｰﾑ) 夜間や休日，共同生活を行う住居で，排泄，食事等の介護

自立訓練(機能訓練・生活訓練) 一定期間，身体機能又は生活能力の向上のための訓練

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に，一定期間必要な訓練

就労継続支援(A型=雇用型，B型) 一般企業等への就労が困難な人に働く場の提供及び訓練

共同生活援助(グループホーム) 夜間や休日，共同生活を行う住居で相談や日常生活の援助

移動支援 円滑に外出できるよう，移動を支援

地域生活支援センター 創造的活動又は生産活動の機会提供や社会との交流等

福祉ホーム 住居を必要とする人に低額な料金で居室等を提供及び支援

介

護

給

付

訓
練
等
給
付

地
域
生
活

支
援
事
業
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【市町村事業】

事業名 内容
相談支援事業 障害のある人，その保護者，介護者などからの

相談に応じ，必要な情報提供等や権利擁護のた
めに必要な援助を行う
また，自立支援協議会を設置し，地域の相談支
援体制やネットワークの構築を行う

コミュニケーシ 聴覚，言語機能，音声機能，視覚等の障害のた
ョン支援 め，意思疎通を図ることに支障がある人とその
事業 他の人の意思疎通を仲介するために，手話通訳

や要約筆記，点訳等を行う者の派遣などを行う
日常生活用具給 重度障害のある人等に対し，自立生活支援用具
付等事業 等日常生活用具の給付又は貸与を行う
移動支援事業 屋外での移動が困難な障害のある人について，

外出のための支援を行う
地域活動支援セ 障害のある人が通い，創作的活動又は生産活動
ンター の提供，社会との交流の促進等の便宜を図る
その他の事業 市町村の判断により，立した日常生活又は社会

生活を営むために必要な事業を行う
例：福祉ホーム事業，訪問入浴サービス事業，
日中一時支援事業，社会参加促進事業 等

【都道府県事業】

事業名 内容
専門性の高い相 発達障害，高次脳機能障害など専門性の高い障
談支援事業 害について，相談に応じ，必要な情報提供等を

行う
広域的な支援事 精神障害者退院促進支援事業など市町村域を超
業 えて広域的な支援が必要な事業を行う
その他の事業 都道府県の判断により，自立した日常生活又は
(研修事業を含む) 社会生活を営むために必要な事業を行う

例：福祉ホーム事業，情報支援等事業，障害者
ＩＴ総合推進事業，社会参加促進事業 等
また，サービス提供者，指導者などへの研修事
業等を行う

４ 日中活動と住まいの場の組み合わせ

５ 地域生活支援事業

（１） 地域生活支援事業

（２） 重度の障害者の移動支援

＜日中活動の場＞

以下から１ないし複数の事業を選択

療養介護 ＊医療機関との入院とあわせて実施

生活介護

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型，B型）

地域活動支援センター（地域生活支援事業）

プラス

＜住まいの場＞

障害者支援施設の施設入所支援
又は

居住支援（ケアホーム，グループホーム，福祉ホームの機能）
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４ 障害者自立支援法の活用

６ 支給決定までの流れ

障害者の心身の状況（障害程度区分）

社会活動や介護者，居住等の状況

サービスの利用意向

訓練・就労に関する評価を把握

※ 障害程度区分とは

障害程度区分とは，障害者に対する介護給付の必要度を表す６段階の区分（区分１～6：区分６の方が必要度が高い）
です。介護給付の必要度に応じて適切なサービス利用ができるよう，導入されました。

障害者の特性を踏まえた判定が行われるよう，介護保険の要介護認定調査項目（79項目）に，調理や買い物ができる
かどうかなどのIＡＤＬに関する項目（７項目），多動やこだわりなど行動障害に関する項目（９項目），話がまとまらな
いなど精神面に関する項目（11項目）の計27項目を加えた106項目の調査を行い，市町村審査会での総合的な判定を踏
まえて市町村が認定します。

＊IADL とは，手段的日常生活動作（Instrumental Activity of Daily Living ）の略で，ADLを基本にした日常生活上の複雑な動作のことです。

７ 利用者負担の仕組みと改善策

介護給付を希望する場合

訓練等給付を希望する場合

相
談
・
申
込
み

<

相
談
支
援
事
業
者>

・
（
市
町
村
）

利
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に
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１
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二
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（
審
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）
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＊
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（
市
町
村
）

訓
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・
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目

▼
個
別
支
援
計
画

支
給
決
定
（
市
町
村
）

審
査
会
の

意
見
聴
取

審査会は障害保健
福祉をよく知る委
員で構成される

介護給付では区分
１～６の認定が行
われる

一定期間，サービスを利用し，
①本人の利用意思の確認
②サービスが適切かどうかを確認
ができたら，評価項目に沿った一人一人の個別支援計
画を作成し，その結果をまえて本支給決定が行われる

■利用者負担に関する配慮措置

入所施設利用者 グループホーム 通所施設(事業) ホームヘルプ 入所施設利用者 医療型施設利
(20歳以上) ｹｱﾎｰﾑ利用者 利用者 利用者 (20歳未満） 用者（入所)

定
率
負
担

食
費
光
熱
費

１利用者負担の月額負担上限額設定（所得段階割）

３福祉型個別減免 ２月額負担上限額の軽減（経過措置）
３医療型個別減免

（医療，食事療養費と合

わせ上限額を設定）

８生活保護への移行防止（負担上限額の設定）

５補足給付
（食費，光熱水費

負担を減免）

４高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限）

７食費の人件費
支給による軽減措置

（経過措置）

事業主の負担による
就労継続支援A型(雇
用型)の減免措置

６補足給付
（食費，光熱水費

負担を減免）
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区分 世帯の収入状況 月額負担上限額

生活保護 生活保護受給世帯 0円

低所得１ 市町村民税非課税世帯で，サービスを利

用する本人の収入が80万円以下の方 15,000円

低所得２ 市町村民税非課税世帯

例）３人世帯で障害基礎年金１級受給の

場合，概ね300万円以下の収入 24,600円

例）単身世帯で障害基礎年金以外の収入

が概ね125万円以下の収入

一般 市町村民税課税世帯 37,200円

通所施設（事業），ホームヘルプ利用の場合
区 分 月額負担上限額

低所得１ 3,750円

6,150円
低所得２ (通所施設(事業)のみ，もしくは通所施設(事業)と

短期入所利用の場合3,750円）

市町村税課税世帯
37,200円(所得割16万円(注1)未満)

＊月額負担上限額の軽減の対象となる資産の状況
預貯金等の額 （注１)収入が概ね600万円以下の世帯

単身世帯 500万円以下 が対象

家族同居 1,000万円以下 （注２)預貯金等の中から一定の要件を

満たす信託，個人年金等は除く

１ 月ごとの利用者負担には上限があります

２ 通所施設（事業），ホームヘルプを利用する場

合，月額負担上限額は４分の１になります

３ 入所施設，グループホーム・ケアホームを利用

する場合，個別減免があります

【福祉型個別減免】

５

利 用 者 負 担 の 例 示

障害者支援施設（生活介護＋施設入所支援）を利用している場合（20歳以上）

●生活介護サービス費＋施設入所支援サービス費 350,000円

●利用される方の年齢 30歳

生活保護受給世帯【生活保護】

サービス利用料 0円

食事等実費負担 58,000円 → 補足給付後 0円

合計負担額 0円

（手元に残るお金） －

障害基礎年金２級受給者※（年金月額66,208円）【低所得１】

サービス利用料 15,000円 → 個別減免後 0円

食事等実費負担 58,000円 → 補足給付後 41,208円

合計負担額 41,208円

（手元に残るお金）25,000円

障害基礎年金１級受給者※（年金月額82,758円）【低所得２】

サービス利用料 24,600円 → 個別減免後 8,045円

食事等実費負担 58,000円 → 補足給付後 46,712円

合計負担額 54,757円

（手元に残るお金）28,001円

一般

サービス利用料 35,000円

食事等実費負担 58,000円

合計負担額 93,000円

（手元に残るお金） －

※収入が障害基礎年金のみである場合
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４ 同じ世帯の中で複数の方がサービスを利用して

も，４区分の月額負担上限額は同じです。

５ ６ ７ 食費等実費負担についても，減免措

置が講じられます

８ 生活保護への以降防止策が講じられます

グループホームと通所事業を利用している場合

●グループホームのサービス費 60,000円

●通所事業のサービス費 150,000円

生活保護受給世帯【生活保護】

サービス利用料 0円

障害基礎年金２級受給者※（年金月額66,208円）【低所得１】

サービス利用料 15,000円 → 個別減免後 0円

障害基礎年金１級受給者※（年金月額82,758円）【低所得２】

サービス利用料 21,000円 → 個別減免後 1,963円

一般

サービス利用料 21,000円

※収入が障害基礎年金のみである場合

通所事業とホームヘルプを利用している場合

●通所事業のサービス費 130,000円

●ホームヘルプのサービス費150,000円

生活保護受給世帯【生活保護】

サービス利用料 0円

食事等実費負担 14,300円 → 軽減後 5,060円

合計負担額 5,060円

障害基礎年金２級受給者※（年金月額66,208円）【低所得１】

サービス利用料 15,000円 → 月額負担上限額の軽減後 3,750円

食事等実費負担 14,300円 → 軽減後 5,060円

合計負担額 8,8100円

障害基礎年金１級受給者※（年金月額82,758円）【低所得２】

サービス利用料 24,600円 → 月額負担上限額の軽減後 6,150円

食事等実費負担 14,300円 → 軽減後 5,060円

合計負担額 11,210円

一般（所得割16万円(注)未満）

サービス利用料 28,000円 → 月額負担上限額の軽減後 9,300円

食事等実費負担 14,300円 → 軽減後 5,060円

合計負担額 14,360円

一般（所得割16万円以上）

サービス利用料 28,000円

食事等実費負担 14,300円

合計負担額 42,300円

※収入が障害基礎年金のみである場合

(注）収入が概ね600万円以下の世帯が対象

■ 困ったことがあったとき

福祉サービスについて，わからないことがあったときは下のよう
な制度等を利用することができます。

不服審査申立
認定された障害程度区分や，支給決定について不服のある場合

には，都道府県（障害者介護給付費等不服審査会）に申し出るこ
とができます。

苦情解決事業
障害福祉サービス等全般に関する苦情については，苦情解決事

業を活用できます。各事業者に設置された苦情受付窓口に申し出
ることもできますし，都道府県社会福祉協議会に設置されている
運営適正化委員会に直接申し出ることもできます。

地域福祉権利擁護事業
判断能力が不十分な方々が，福祉サービスの利用援助や，日常

的な金銭管理・書類等の預かりサービスを受ける事業です。お近
くの社会福祉協議会でご相談ください。

成年後見事業
判断能力が不十分なため，契約の締結などの法律行為をする際，

その意思決定に不安がある方々について，その不十分な判断能力
を補い，本人が損害を受けないようにし，本人の権利が守られる
ようにする制度です。お近くの役所や地域にある市町村の障害福
祉の相談窓口，社会福祉協議会，司法書士事務所，弁護士事務所
等でご相談ください。

４ 障害者自立支援法の活用
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第３部 進路支援資料 ～ 卒業後の生活をイメージするために ～

７ 障害に係る自立支援医療

（１）自立支援医療の利用者負担と軽減措置

（２）自立支援医療の対象者，自己負担の概要

一定所得以下 中間所得層 一定所得以上

生活保護世帯 市町村民税非課税 市町村民税非課税 市町村民税＜3.3万円 3.3万円≦市町村民税＜23.5万円 23.5万円≦市町村民税
本人収入≦80万円 本人収入＞80万円 （所得割） （所得割） （所得割）

高額治療継続者（「重度かつ継続」）（※1）
一定所得以上（重継）※2 負担上限月額20,000円
※1高額治療継続者（「重度かつ継続」）の範囲については，以下のとおり。

①疾病，病状等から対象となる者
更生医療・育成医療 腎臓機能，小腸機能又は免疫機能障害の者
精神通院医療，統合失調症，躁うつ病・うつ病，てんかん，認知症等の脳機能障害若しくは薬物関連障害（依存症等）の者又は集中
・継続的な医療を要する者として精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者。

②疾病等に関わらず，高額な費用負担が継続することから対象となる者
医療保険の多数該当の者。

※2育成医療の経過措置及び「一定所得以上」かつ「重度かつ継続」の者に対する経過措置は，施行後3年間を経た段階で医療実態等を踏
まえて見直す。

これまでの障害に係る公費負担医療（精神通院医療，

更生医療，育成医療）が，自立支援医療に変わります。

現 行

精神通院医療（精神保健福祉法）

更生医療（身体障害者福祉法）

育成医療（児童福祉法）

見 直 し 後

●支給認定の手続きを共通化
●利用者負担の仕組みを共通化
●指定医療機関制度の導入

●医療の内容や，支給認定の実施
主体(*)については，現行どおり
*精神通院医療・育成医療→都道府県
更生医療→市町村

平成18年4月より

新体系に移行

自
立
支
援
医
療
制
度

生活保護

負担 0円

低所得１

負担上限月額

2,500円

低所得２

負担上限月額

5,000円

中間所得層１

負担上限月額

5,000円

中間所得層２

負担上限月額

10,000円

一定所得以上
（重継）＊２

負担上限月額

20,000円

負担上限月額
10,000円

負担上限月額
40,200円

中 間 所 得

負担上限月額：医療保険の自己負担限度
一定所得以上
の公費負担の

対象外
医療保険の
負担割合・
負担上限額

育成医療の経過措置
＊２

高額治療継続者（「重度かつ継続」）
＊１
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４ 障害者自立支援法の活用

８ 補装具の制度

（１）補装具の支給

（２）補装具費支給制度の利用者負担

９ その他

（１）障害児施設の利用者負担

（２）本人用パンフレットの活用

これまでの補装具給付制度が，個別給付である補装具

費支給制度に変わります。

障害者等の身体機能を補完し，又は代替し，かつ，長
補装具 期間にわたり継続して使用されるもの等。義肢，装具，

車いす等

■補装具費支給の仕組み

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 0円

市町村民税非課税世帯で，サービスを利用
低所得1 するご本人又は保護者の収入が80万円以下 15,000円

の方

市町村民税非課税世帯
低所得２ 例）3人世帯で障害基礎年金1級受給の場合，

概ね300万円以下の収入 24,600円
例）単身世帯で障害基礎年金以外の収入が概

ね125万円以下の収入

一般 市町村民税課税世帯 37,200円

利用者

（申請者）

市町村
補装具製作

(販売 )業者

更生相談者等
(指定自立支援医

療機関・保健所)

②補装具費支給決定
（種目・金額）

＊申請者が適切な業者の
選定に必要となる情報
の提供

⑦補装具費の支給

①補装具費支給申請

⑥補装具費支払いの請求(90/100)
③契約

⑤補装具の購入
（修理）費支払い
(100/100)

④製品の引き渡し

③-1 製作指導
③-2 適合判定

①-1 意見照合
判定依頼

①-２ 意見書の交付
判定書の交付

別途，市町村で設ける代理受領方式
による補装具費の請求・支払い

＜知的障害のある方向けパンフレット（表面）＞

厚生労働省のホームページからPDF版をダウンロード

できます。

http://www.mhlw.go.jp


